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伊豆の国市地域公共交通基本計画（仮称）の策定について 

 

１ 基本方針 

 本市の公共交通の課題等を解消し、地域特性に合った効果的かつ持続可能な公共交通の

実現に必要な取組について基本的な方針を定め、計画的に推進するため、「伊豆の国市地

域公共交通基本計画（仮称）」を策定する。 

 

２ 背景 

現在、我が国では、尐子高齢化の進行、地球環境問題の深刻化、中心市街地の衰退等、

大きな社会経済的変化が生じており、その影響が顕在化しつつある。 

特に都市部から離れた周辺地域においては、社会的活況の低下による影響もあって人

口の減尐に歯止めが立たず潜在的な課題となっている。 

このような中、各自治体や地域では、住民生活の快適性の向上と定住人口の増加を目

標に掲げたまちづくりへの取組が進められているが、日常生活に直結する交通基盤の整備

においては、自家用乗用車が世帯に 1台以上の割合で普及するといった現在、利用に制約

が生じる鉄道やバスといった公共交通の利用は著しく減尐しており、その状況は厳しさを

増してきている。 

本市においても、公共交通の利用者減尐に伴う事業の縮小や廃止が行われ、路線バス

が運行しない「交通空白地域」の拡大や運行便数の減便等により、結果的に利用者にとっ

て不便なものとなったうえ、さらに利用者が減尐するという悪循環に陥っている。 

以上のような社会的現状において、子どもや高齢者といった「交通移動弱者」の移動

手段の確保や負担の低減、また環境負荷の低減と地域コミュニティの活性化等、地域にお

ける公共交通に対するニーズと果たす役割の重要性が高まっている。 

 

３ 課題 

（１）既存交通関連施策の現状 

  本市の自主運行バスや生活支援バスは、小中学校の統廃合により通学距離が遠距離と

なった地域の児童生徒の通学手段の確保や、市街地から離れた山間地等の地域住民の

日常生活における移動手段の確保を主な目的として運行している。 

また、自主運行バスや生活支援バスといった定路定期バスの運行以外にも、遠距離

通学児童の通学費助成や下校時搬送といった通学支援、公共交通を利用することが困

難な高齢者や障がい者を福祉車両で搬送する外出支援サービス、高齢者等の生活圏の

拡大と社会参加の促進を目的としたタクシー・バス利用券の配布など、住民の移動の

確保や支援に関する施策を教育や福祉施策として実施している。 

さらに、観光面では、世界遺産登録を目指している「韮山反射炉」や、国指定重要

文化財の「江川邸」、本市の重要な観光資源である温泉街等への来訪者の移動手段の確

保についても、今後は検討が必要である。 
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これらの施策は、それぞれの所管部署で利用者の要望や市の財政状況等を踏まえて

見直しや変更を行っているが、まちづくり全体の視点から、計画的な施策の推進が行

われておらずサービスの不均衡や重複、ニーズとの乖離が生じている。 

 

（２）平成 19年度コミュニティバス調査研究業務による本市の課題 

市内の公共交通の現状を把握するとともに、問題点や課題を明らかにし、今後の公

共交通のあり方や方向性を検討するため、平成 19 年度に「伊豆の国市コミュニティバ

ス調査研究業務」を業者に委託して実施した結果、判明した当市の公共交通に関する

課題等は下表のとおりとなっている。 

これらの課題の多くは、短期的な取組で解消できるものではなく、中長期にわたり計

画的に取組む必要がある。 

【平成 19年度コミュニティバス調査研究業務よる本市の課題】 

■ 都市構造 

・合併による市域の拡大（市の一体感の醸成サービス水準の均等化等） 

・伊豆の国市特有の都市構造(山間部が広い) 

・観光地や別荘地の存在（地域住民以外へのサービス提供） 

■ 利用状況 

・自動車交通の分担率が高い 

・バス利用者の長期的な減尐 

・自主運行バスの利用は通学利用が主 

・公共交通に依存せざるを得ない対象者が増加傾向（特に高齢者） 

■ 公共交通の空白地域 

・路線バスの廃止による空白地域の広がり（市域の約 4.1％が公共交通空白地域、総人口の約

17.4％である約 8,690人が公共交通空白地域に居住） 

・空白地域の高齢化 

■ 公共交通施設(駅舎・バス停等) 

・駅舎等のバリアフリー化 

・バスバースの未設置 

・雤除けや風除けのないバス停(バスポールのみのバス停)やわかりにくいバス停の表示 

■ 公共交通サービス 

・利用者の減尐 

  運行本数の減尐（韮山、大仁地区ではほぼ通学時のみ）など 

  送迎巡回バスは昼間は運行していない 

・他の公共交通への乗り継ぎサービスや利便性の向上（料金やダイヤの工夫） 

■ 環境対策 

・環境対策としての公共交通の利用促進(交通渋滞の緩和) 

地球的規模の環境問題への対応や騒音、振動、交通渋滞など地域の問題への対応 

■ 規制緩和と市の財政の負担等 

・道路運送法の改正 

  バス事業への自由参入と路線廃止の自由化 

・赤字路線に対する財政負担増 
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４ 計画の目的 

地域特性に合った効果的かつ持続可能な公共交通を実現するため。 

 

５ 計画の位置付け 

 この計画は、伊豆の国市総合計画及び伊豆の国市都市計画マスタープランを上位計画と

して、他の関連分野の計画や基本方針との整合性を図りながら策定する。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 計画に定める事項 

（１）目的 

（２）基本理念 

（３）基本方針 

（４）目標 

（５）施策 

（６）評価方法 等 

 

７ 計画の策定 

 計画策定にあたっては、既存の交通関連施策の現状や住民アンケート等の結果を踏まえ、

伊豆の国市地域公共交通会議設置要綱に基づき、同会議において協議する。 

 

８ 計画策定の時期 

 平成 26年度中の策定を予定 

 

【上位計画】 

伊豆の国市総合計画 

伊豆の国市都市計画マスタープラン 

【各分野の計画】 

伊豆の国市高齢者保健福祉計画 

伊豆の国市障害者計画 

伊豆の国市の教育の基本方針 など 

伊豆の国市地域公共交通基本計画(仮) 
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【参考 1】第 1次伊豆の国市総合計画について 

 

 第 1 次伊豆の国市総合計画は、地方自治法第 2 条第 4 項の規定に基づき、平成 19

年 3月に策定したもので、平成 19～28年度までの 10年間を計画期間としている。 

なお、10 年間を前期（平成 19～23 年度）、後期（24 年度～28 年度）に分けて基本

計画を策定している。 

地方自治法第 2条第 4項※ 

 市町村は、その事務を処理するに当たっては、議会の議決を経てその地域

における総合的かつ計画的な行政の運営を図るための基本構想を定め、これ

に即して行なうようにしなければならない。 

※ただし平成 23年 5月 2日の法改正により当該条項は削除 

 

基本構想 

１ 将来像 

「自然を守り、文化を育む、魅力ある温泉健康都市」 

 

２ まちづくりの基本理念 

 「将来像」を実現するための姿勢、行動の根本的な考え 

「共生と交流」、「活力と創造」、「自立と協働」 

 

３ 将来像実現のための戦略 

 戦略１「伊豆半島交流軸の構築」 

 戦略２「狩野川流域生活圏の一体化」 

 戦略３「安全、安心、健康のまちづくり」 

 

４ まちづくりの基本方針 

「将来像」を実現するため、「まちづくりの基本理念」を踏まえ、次の「まちづくり

の基本方針」を掲げる。 

（１）「美しい自然に恵まれた、快適な空間のまち」をつくる（自然・環境） 

（２）「生き生き働く、活気に満ちた産業のあるまち」をつくる（産業・経済・労働） 

（３）「未来を担う人を育み、豊かな歴史・文化を築くまち」をつくる(教育・歴

史・文化） 

（４）「だれでもすこやか、元気に生きるまち」をつくる（健康・福祉） 

（５）「住みたい、訪れたい、にぎわいのあるまち」をつくる（都市基盤・生活環境） 

（６）「みんなが主役、明日に向かって進むまち」をつくる（行政運営・市民参加） 

 

５ 施策の大綱及び主要施策 

（５）「住みたい、訪れたい、にぎわいのあるまち」 
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  施策の大綱 

① 快適で安全な道路環境の充実 

  ② 市の一体化を進める公共交通機関の充実 

   主要施策 

   ＊ 鉄道輸送環境の充実 

   ＊ 新たな公共交通体系の形成 ←交通基本計画に基づき施行 

  ③ 情報ネットワークの整備 

  ④ 快適な都市の形成 

  ⑤ 安全で安心な水の流れる環境づくり 

  ⑥ 災害・危機に強いまちづくり 

  ⑦ 身近な地域の安全確保 

  ⑧ にぎわいを生む市民の交流 
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【参考 2】伊豆の国市都市計画マスタープランについて 

 

 市町村の都市計画マスタープランは、都市計画法第 18 条の 2 における「市町村の

都市計画に関する基本的な方針」のことで、「市町村が定める都市計画はこの基本方

針に即したものでなければならない」と規定されている。 

 伊豆の国市都市計画マスタープランは、本市における今後の都市将来像や土地利

用の基本方向、都市施設（道路・下水道・公園等）の整備方針を明確化し、各種の

都市計画を定めていくための総合的なガイドプランとなるもので、平成 22 年度から

平成 41年度までを計画期間としている。 

  

１ まちづくりの理念 

 自然や歴史と共生する活力ある健康都市“伊豆の国” 

 

２ まちづくりの目標 

 まちづくりの理念を実現するために次の 6つの目標を設定 

◆自然を活かした、快適なまちづくり 

◆産業が振興し活気あふれるまちづくり 

◆地域の歴史と文化を生かしたまちづくり 

◆健康で心豊かなまちづくり 

◆だれもが安全で安心に暮らせるまちづくり 

◆市民とともに歩むまちづくり 

 

「だれもが安全で安心に暮らせるまちづくり」 

 防災・防犯対策を強化し、災害に強く誰もが安全で安心して暮らせるまちづくり

を進めます。 

 また、日常生活の利便性向上を図る道路・公園等の都市基盤や公共交通網の整

備・設置を検討するとともに、ユニバーサルデザインの導入を推進し、誰もが快適

に暮らせるまちづくりを進めます。 

 

 


